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モンゴル

経済の概況

今年５月までのモンゴルの経済指標は概ね安定している。

その中でインフレ率については２月以降、低下の傾向が見

られる。３月、４月の消費者物価上昇率が前年同月比で各

6.2％、4.7％だったのに対し、５月は2.9％に低下している。

これをさらに細かく見ると、食料品の上昇率は全体よりも

高く、５月に3.3％を記録している。

５月の登録失業者数は37,100人で、前年同月にくらべ

4.4％減少しているが、同時に過去５年間の平均失業者数、

36,600人を1.4％上回る水準である。１－５月期に14,800人

の登録失業者が職を得た。そのうちの86.9％は、近年モン

ゴル経済においてその役割を高めている中小企業を中心と

する民間の製造業部門で雇用されている。製造業における

雇用者数は５月に前年同月比で6.5％伸びている。

為替レートは１－４月期には安定しており、平均レート

は１ドル＝1,173.5トグリグであったが、５月には１ドル＝

1,159.0トグリグに上昇した。しかしこのレートは前年同月

と比較すると2.5％下落した水準となっている。

５月の国家財政は23億トグリクの黒字で、４月の83億ト

グリグの赤字から改善した。これは関税、付加価値税の税

収の伸びによるものである。総税収は前年同月比で37.2％

増であり、一方関税収入は輸入の増加により前年同月比

55.8％増となっている。

産業別動向

５月の鉱工業生産額は3,657億トグリグ（約3.12億ドル）

であった。これは1995年価格の実質値で前年同月比3.5％

の伸びである。鉱業・採石業部門は同1.4％増であったの

に対し、エネルギー・水供給部門は同6.1％増、製造業は

同4.6％と比較的高い成長を達成した。鉱業・採石業部門

は、5月時点において鉱工業生産の56.5％と依然大きなシェ

アを占めている。その中でも炭鉱業は、発電、熱供給向け

の石炭の国内需要高まりから、前年同月比で18.2％の高い

伸びを記録した。石炭は熱電力同時供給プラントの燃料と

して、また都会世帯の暖房、調理用に使用されている。

対外貿易

１－５月期、モンゴルの貿易総額は6.27億ドルで、前年

同期比35.7％増加となった。このうち輸出は同33.0％、輸

入は同37.6％の増加である。しかし貿易収支の赤字は期間

を通じて継続しており、総額で1.37億ドル、前年同期比

46.5％の拡大となった。国際市場における銅価格の上昇に

より、モンゴルの主要輸出品である銅精鉱の輸出は、数量

ベースでは前年同期比30.5％の増加であるにもかかわら

ず、金額ベースでは2.2倍に拡大している。銅精鉱は平均

価格１トンあたり468.4ドルで取引されており、これは前

年同期比で68.6％の上昇である。

近隣諸国との貿易はモンゴルの貿易全体の主要な部分を

占めている。銅精鉱のほとんど全ては中国に輸出されてお

り、中国向けの輸出総額は１－５月期のモンゴルの輸出全

体の60.4％を占めた。ロシアからの輸入額はモンゴルの輸

入全体の31.1％を占め、最大の輸入先となっている。モン

ゴルは石油及び石油製品の供給を完全に輸入に依存してお

り、石油価格の上昇は貿易赤字の拡大の要因となっている。

ガソリン及びディーゼル燃料はロシアからの輸入が44.4％

を占めており、ロシアの石油関連企業ユーコスはこれらの

製品においてモンゴルの輸入業者の主要取引先となってい

る。最近のユーコスのスキャンダルと経営不安は、ロシア

政府によるこれらの製品への輸出税の賦課と相まって、モ

ンゴルの輸入価格と国内価格を引き上げている。一例を見

ると、１－５月期のガソリンの輸入価格は前年同月比20％

の上昇、国内価格は同33.3％の上昇となっている。また５

月にはガソリンの国内価格は前月比9.1％と急上昇してい

る。これは経済全体にとって今後のインフレ要因となろう。

（ERINA調査研究部客員研究員 エンクバヤル・シャグダル）

GDP成長率（対前年比：％）
鉱工業生産額（前年同期比：％）
消費者物価上昇率（対前年末比：％）
国内鉄道貨物輸送（百万トンキロ）
失業者（千人）
対ドル為替レート（トグリク、期末）
貿易収支（百万USドル）
輸出（百万USドル)
輸入（百万USドル）

国家財政収支（十億トグリグ）
成畜死亡数（100万頭）

3.2
1.3
10.0
3,492
39.8
1,072

▲ 154.5
454.2
512.8
▲ 98.2
0.8

1999年
1.1
2.4
8.1

4,283
38.6
1,097
▲ 78.7
535.8
614.5
▲ 69.7
3.5

2000年
1.1
11.8
11.2
5,288
40.3
1,102

▲ 116.2
521.5
637.7
▲ 45.5
4.7

2001年
4.0
3.8
1.6

6,461
30.9
1,125

▲ 166.8
524.0
690.8
▲ 70.0
2.9

2002年
5.5
2.0
4.7

7,253
33.3
1,168

▲ 187.1
600.2
787.3
▲ 80.7
1.3

2003年
－
0.9
5.7
679
34.9
1,171
▲ 16.8
35.0
51.8
2.1
13.3

2004年1月
－
3.6
6.8
674
34.9
1,176
▲ 21.1
35.4
56.5
▲ 6.4
22.0

2月
－
2.6
6.2
695
36.4
1,177
▲ 15.6
61.0
76.6
8.9
57.7

3月
－
1.2
4.7
703
36.5
1,170
▲ 37.7
52.6
90.3
▲ 8.3
46.7

4月
－
3.5
2.9
735
37.1
1,159
▲ 45.8
60.8
106.6
2.3
28.7

5月

（注）失業者数は期末値。消費者物価上昇率は各年12月末、2004年は期末値。貨物輸送、財政収支は年初からの累積値。
1999年以降の貿易額は、非通貨用金取引額を含む。
（出所）モンゴル国家統計局「モンゴル統計年鑑2003」、「モンゴル統計月報」各月号ほか


